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成果としては臨床心理士・小児科医・保健士のきめ細かな対応により児童に対する保育士・家庭での取り組み・対応に効果が出てい
る。
効果として保育士の研修をさらに充実させる事により乳幼児教育・発達の気になる子への対応等保育士のスキルアップを図る事によ
り家庭への助言・提案・情報共有を図り、国が示す「児童の就学前までにあるべき姿」に沿える児童の育成が可能となる。

⑧写真及び図

面

100 100

実　績

乳幼児教育を土台として学校教育に繋
げるため連続性をもった教育活動に取り
組む。

目　標 100 100 100

３２年度
目標値

（３７年度）

基本的生活習慣を養うためには、家庭と
保育所での生活の連続性が必要となる
ため、保護者との共通認識のもとで、発
達に応じたきめ細かな指導を図る。

目　標 100 100 100 100 100

実　績

平成３１年度

・保育利用に関する事務（申請書受理・内容審査・利用調整・利用決定及び利用額決定・保育料収
納）
・児童健康管理事務（献立作成委託、内科・歯科検診の実施、児童の状態把握）
・施設維持管理事務（電気保安・害虫駆除委託、リース機器管理、施設修繕等）
・保育に関する情報共有（国・県・各関係機関）

平成３２年度

・保育利用に関する事務（申請書受理・内容審査・利用調整・利用決定及び利用額決定・保育料収
納）
・児童健康管理事務（献立作成委託、内科・歯科検診の実施、児童の状態把握）
・施設維持管理事務（電気保安・害虫駆除委託、リース機器管理、施設修繕等）
・保育に関する情報共有（国・県・各関係機関）

⑦成果目標

（指標）

及び進捗状況

成果目標（指標）
基準値

（２９年度）
３０年度 ３１年度

特定財源名
（a）または（b）の

名称
（c）の名称

公立保育所使用料、保育士給食
費、

⑥事業計画

年度 実施する具体的な事業の内容

平成３０年度

・保育利用に関する事務（申請書受理・内容審査・利用調整・利用決定及び利用額決定・保育料収
納）
・児童健康管理事務（献立作成委託、内科・歯科検診の実施、児童の状態把握）
・施設維持管理事務（電気保安・害虫駆除委託、リース機器管理、施設修繕等）
・保育に関する情報共有（国・県・各関係機関）

計(a～d) 179,170,941 183,103,872 55,207,000 55,207,000 55,207,000

(d)一般財源 179,170,941 183,103,872 39,456,000 39,456,000 39,456,000

(c)地方債等 15,751,000 15,751,000 15,751,000

(b)県費

(a)国庫

④実施方法  　 ■直接実施　　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

⑤事業費

【単位:円】

　28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

財
源
内
訳

事業実施

（予定）年度

平成30年度～平成32
年度 基本計画の該当個所 施策の柱７－２、７－４

③事業内容

　・保護者の就労・疫病等の為、日中十分保育ができない場合に代わって保育を実施する。
　・保育を利用していない保護者の場合は一時預かり事業及び子育て支援相談等も対応し、健全な子育て環境の形成を図ります。
　・利用児童の状態を把握し保護者・関係機関との連携を密にし、児童のすこやかな成長を促し就学に向けて支援を実施する。

【学ぶ】　施策の柱７

①予算事業名 公立保育所運営事業 予算科目 ３－２－２－１

基本構想上の位置づ

け上段：「島づくり

目標」　下段：「施

策の柱」

幼児・小中高学校教育の充実

幼児教育の充実

②担当部課名 福祉課


